■経済学説の相違
a　経済主体、商品の種別としてどのような性格のものを想定するか（識別の問題）
　　ex)家計、企業、資本化、地主、正社員
 生物学的分類と異なりマーケットの分類は意外と恣意的・主観的である
b　市場における秩序をどう理解するのか（秩序問題）
　　　たとえば商品経済は需要＝供給となる効率的な均衡価格にむかうという秩序があると考える

　→このとき需給双方の期待（将来の行動予想）は達成されている
 

ｃ　経済を観察し分析・記述する「分析者」（政府、学者、企業、消費）と経済の関係は？
企業や家計は分析者であると同時に分析対象である経済の一部であり、外部から観察するとともに実際に行動にも移しているため経済を変動させて予測結果とのずれを生じさせる。（変動問題）
　 Ex)インサイダー取引

⇔一方で、経済と分析者は関係ない、という意見も。
 
■現在の主流

新古典派経済学
→パラダイム・・・支配的な思考習慣（主流だから前提を疑ったりしようとしない）
　
◆新古典派の考え
①経済主体と商品の分類（識別問題）
a.経済主体はそれ以上分割しえない要素に還元されるとする方法論的個人主義

社会とは個々の主体の意志を「足し合わせたもの」であり、制度とは個々の主体が合意して契約により作り出すものである。社会や制度に集団特有の性質・慣行は存在せず個人の単位まで分割し還元できるとする。また家計や企業といった個々の経済主体はそれぞれが独立して意思決定を行っているとする。
新古典派では個人はいくつかの役割（労働者、資本家、地主etc…）を果たすと考えられている。

　（⇔マルクス……人はずっと単一の役割を果たす）
b.経済主体は目標に対して手段を選択するに当たり無限の計算能力を有するとみなす合理主義
各経済主体は利己的・合理的に行動するものである。
合理的な個々の主体は様々な長期的/短期的な契約を結び、自分の利益を考慮して法や道徳を守っている。　→ゲーム理論
c. 商品については、客観的な識別が可能と考える
ある商品にかんして、「同一」であるという判断が企業も家計についても（観察者であるエコノミストにも）成り立っている。
②どういう状態を秩序と考えるか（秩序問題）

d. それぞれの財や資産にかんする需給の均衡のことと理解する
ある商品の市場にはそれぞれの消費者および企業が集まり、需要と供給が価格によって調整される。
③経済と分析者の関係（変動問題）
e. 経済システムを他の社会システムから分離して扱うことができ（孤立系の仮定）、対象としての経済を客観的に観察しうると前提する。
■新古典派における経済循環[image: image1.jpg]ey
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 (*)「市場」となってはいるが、消費財市場には現実には様々な規制があり、生産要素市場には規制だけでなく制度や慣行がある（労働についての雇用慣行、土地についての法規制、資金についての間接金融制度など）。
 ◆家計
●家計は消費するとともに、企業に対して生産要素（土地、労働、資本など）を提供する。

●家計は労働・土地・資金についての財産権を所有し、それが法によって保証されている。（近代自由社会）
●家計は自分が何をどれくらい好きかという選好（序数的効用）を明確に理解し、悩んだり矛盾したりはしない。
●所得の制約の下で効用を最大化するよう利己的・合理的に消費財を選択する。

　→同時点間…今何にお金を使うか使わないかという選択

　  異時点間…お金を今使うのか貯蓄して将来使うのかという選択

⇒この時、将来は完全に理解できているか、もしくは生起する事象の種類と確率分布が分かっているもの（この場合が「不確実である」とか「リスクがある」とか呼ばれる）とする。どんな事象が生起するのか分からない場合などはありえない、とみなす。
つまり新古典派では選択のさい個人は悩まず過去のデータからすぐに計算する(*)ことができ、矛盾や不安といったものは無いと考える。

 (*)人は計算して財を選択する？

⇔しかし、どの財を選択するのかをコンピューターで検索すると

財10個→0.001秒　20個→1秒　30個→3兆秒　　かかる。

→人は計算だけでなく、習慣により計算コストを削減している（服のパターン化etc）
◆企業
企業家・経営家は利潤（収入―支出）の最大化を図る。
資本家である株主は社債を購入することによって企業に資金を提供し、利潤・配当を得るがリスクもある。新古典派経済学においては、企業の経営方針を決定するのは株主である。それに対して労働者は企業に労働を供給することで固定した給与をもらう。

また企業の長期的な利益を求める資本家に対し、一時的に株価が上がればよいと考えるのが投機家である。

　　　
■効用（satisfaction）
●基数的効用(ベンサム)
　基数的効用とは効用は個人間で比較したり、足し引きすることができると考えるものである。
例）二つの法律AとB、どちらがより望ましいかを考える
　　　　　　　　　　　　　 　人　　人　　人　　　合計
　　　　　法律Ａの満足度　　　６　　 ５　　８　・・・　４５　
　　　　　法律Ｂの満足度　　　４　　７　   ３　・・・　４０
　このとき法律Aの満足度は法律Bの満足度より5大きく9/8倍であるので、法律Aの方が望ましいと考える。

＋基数的効用と福祉＋

同じ一円でもお金持ちと貧乏人ではその価値（効用）が違うのではないか？

同じ金額に対しての効用はお金持ちよりも貧乏人の方が高い。

ならばお金持ちから徴税し福祉を行うことで所得を分配すれば、社会全体の効用は高くなるはずだ。＜福祉の理念＞
 ●序数的効用
L.ロビンズは基数的効用の考え方に異論を唱え、効用とは個人個人の主観的なものだから個人間比較は止めるべきだと主張した。序数的効用はある個人に関しては色々な物の効用の大小を比較することはできるが、個人間での効用の比較は不可能であり足したりしても意味がないとする考え。

またJ.R.ヒックスは基数的効用は強い仮定（＝多くの仮定）から結論を出すが、弱い仮定でも似たような結果が出るならばより弱い仮定の方が望ましいと主張した。（価値中立性）

序数的効用は辞書の並び方のようなものだと考えるとわかりやすい。（かもしれない）
辞書において「あ」の音は「い」の音よりも前に並んでいるが、二つの間の差を式で表したりはできない。

Ex)ある人がみかんよりもいちご、いちごよりもメロンが好きだとする。
	基数的効用
	みかんの効用を１、いちごの効用を２、メロンの効用を３と表わし、

メロンの効用＝みかんの効用＋いちごの効用

と表わせると考える。

	序数的効用
	みかんの効用を「あ」、いちごの効用を「い」、メロンの効用を「う」と表わし、

メロンの効用＞いちごの効用＞みかんの効用
とは表せるが、基数的効用のような等式では表せないと考える。


 ■貨幣
貨幣は最終的に消費財に交換して効用を得るための交換手段としてのみ存在価値があり、それ自体には効用がないとみなされる。したがって、将来のリスクを配慮した以上に「不安」から貨幣を保有したりすることはない、とみなされている。
■最適化問題

個々の主体の意思決定は結局、効用や利潤を効用関数や生産関数に対して最大化しようとする最適化問題（ｙをｘにかんして最大化せよ、という問題を複雑化したもの）を解いているだけの存在とみなされる。
Ex)家計：効用の最大化→手段・消費財の選択

　　企業：利潤の最大化→製品の供給量、労働・資本・土地の投入量の選択

ただし、これらの意思決定には制約条件がある。

Ex)個人にとっての収入、企業にとっての技術

(*)しかし上の「家計」で述べたように所得制約がある場合の効用最大化問題は、多くが原理的には計算が可能だが、現実には時間コストの問題から計算が不可能である。
■新古典派の世界観と様々な経済学説
●どの市場にも全ての企業の参入・退出の自由が、法によって保証されている。
　→参入障壁を認めない

　　　　Ex)アメリカではマイクロソフト以外がワード系の分野に参入しにくいため、参入障壁の疑いをかけられたことがある。
●質や価格についての情報が完全である。

不完全な場合は「情報の経済学」が補完的に扱う。
→自由な個人が合理的であり情報を有していることから、「自己責任」という観念が生まれる。
ｃｆ．株式市場において、投機する人々は本当に企業に関して情報は完全であり合理的に判断できているか？

　　→本当に質が分かっているのかどうかといった問題は、新古典派では考慮しない

●量に注目する。

消費者行動は序数的効用で記述するが、効用に関わらない企業や序数によって記述することが不可能と証明された規範経済学を用いる現実の政策論は基数的効用が用いられている。
　→数学を多用する
●個人が経済の主体であることや消費財の異同を全ての人が同様に理解している。
新古典派における個人は、自由な交渉の結果合意して契約をしている。

Cf)マルクス…主体は集団であり、労働者階級は資本者階級から搾取されている

　　リカード…資本家は地主から搾取している

●対象とされるのに妥当な現実
①需要曲線が移動（シフト）するすなわち「流行」、ないし供給曲線が移動するすなわち「技術革新」という「与件の変化」に対して、均衡点がどこに移動したのかを分析する。この場合も、与件の変化よりは価格・生産量の適応的な変化がはるかに調整速度が速いものとみなしている。

②消費についての流行がさほど激しくなく、少数の商品について生産・消費が巨大規模でなく行われるような経済
③情報が共有されるが広告などで一部に新情報が伝達されたりしない状況、巨大な工場など大きな資本設備を必要としない工業
	ｃｆ．この分析図式を経済運営に用いようとしたのは、社会主義経済であった。資本主義経済においては、経済運営よりも「規制緩和」の論理として用いられている。現在の経済の分析図式として、妥当だろうか？


◆他の経済学説（新古典派の後にいつか触れるらしい）
Ａ．リカード
集団として個人ではなく「階級」を考える。市場については自由化を求める。各国が生産については特定の産業に特化し、自由貿易を行うべき。しかし資本家・地主・労働者は個人ではなく集団として対立するとみなす。

Ｂ．シュンペーター
企業は利潤が存在する分野に参入するだけでなく、積極的に利潤を創出するために技術革新（イノベーション）を行い変動をもたらす。

Ｃ．フリードマン

市場は、経済の外部から生じた変動に対して、いちはやく適応するための機構である。政府は介入しない方がよい。

Ｄ．ケインズ

経済の外部における変動に対し、人々がどのような解釈をするかによって、不安が蔓延するならば貨幣保有への需要が増大して需要が低迷し、不況になる。また、金融資産部門はフローの需給に影響する。

Ｅ．ハイエク

市場は少数者の発見が伝搬する場だから、民主主義的ではない。その場を支えるのは、政府ではなく法である。

■新古典派（ミクロ）経済学の目次
①完全競争の条件のもとの消費者行動の理論

個別のある家計の特定の予算の下でのある商品についての需要曲線を求める。
②すべての家計を集計して、ある商品についての市場（＝全体の）需要曲線を導出する
③ある企業のある商品についての供給曲線を求める

④ある財の市場に参入している全ての企業につき集計して、市場供給曲線を導出する
集計：個を集めると全体になる
⑤市場の調整メカニズム（価格の上下動、ワルラスの調整過程とマーシャルの調整過程）により需要と供給が均衡する

均衡の安定条件（各曲線の傾き）、均衡の存在条件（交点の存在）を検討する。
不均衡状態は例外として考える。
⑥生産要素市場についても検討する
生産要素（土地、労働、資本）のそれぞれについても、市場によって同様の均衡がもたらされる。賃金・地代・利潤（利子）は所得を構成する。
なおここでは家計が供給者であり、企業が需要者である。
⑦すべての消費財についての均衡を同時に考える

　一般均衡分析by L.ワルラス　⇔　部分的均衡分析by A.マーシャル
⑧不完全競争を検討する
独占、寡占、独占的競争
⑨政府の行動について
民間経済には外部性が存在し、これは政府が対処すべきである。

例外的な商品について、「外部性」の観点から検討する。ある企業の活動が直接に他人に影響を与える場合は、公害や流行である。共同消費がなされたり、排除が不可能であったりする場合は「公共財」。これらに対処するのが「政府」。政府はまた、社会が公正とみなす価値判断にしたがって、税と補助で所得分配を是正する。
①消費者・家計行動の理論

予算制約の下での効用の最大化
基数的効用
序数的効用

■基数的効用の考え方
財A一単位の価格がP（一定）(*)とし、貨幣一円の効用＝１とする。

限界効用：財をもう1単位消費した時に得られる効用

今財Aの数量をx個とすると、得られる効用＝⊿U/⊿xとする。

ｌｉｍ　⊿U/⊿x＝U´
⊿x→0
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	効用関数U＝U(x)＜左図の曲線＞

縦軸：ある人がxから得る効用

P：財Aの価格
青い線：お金を支払うことによって失った効用
下のグラフ：このときの限界効用のグラフ
効用関数の接線と青い線が平行になった時、お金を支払うことにより失った効用と得られた限界効用が一致している。



●U″(x)<0　（＝下の限界効用のグラフが右下がりである）

⇒限界効用が逓減する（飽きてくる）　＜限界効用逓減の法則＞

●Pｘ＝支出
お金は一般受容性がある（何とでも交換できる）ため、効用は逓減しない（飽きない）。

⇒何単位のAを得たとしても、貨幣を支払ったことで失われる効用は変わらない

●効用の純増：L(x)

L(x)=U(x)-Px

dL(x)/dx=U´(x)-P  U´(x)=Pの時、効用は最大

ただし、財Ａの限界効用は低減するから、
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である
(*)なぜ価格を一定と考えることができるのか？
マーケット全体の規模を考えると、ある消費者が使える金額は相対的に非常に小さい。

そのためある人の消費行動が生む影響も非常に小さく、価格に影響せず価格が一定のように思われる。

　⇒価格は個人や一企業という小さな主体が左右できるものではない

ゆえに完全競争の中では消費者はプライス・テイカー（＝価格受容者）である

■序数的効用
１．二つの消費計画に対しいずれを好むのか、同等であるのかということを迷わない（序数的効用における合理性）
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	２．P>Q、Q>RであればP>Rであるという論理学における推移律が成立する。

３．P（Xa, Xb）、Q´（X´a, Xb）、Xa>X´a

　⇒Xbが共通、Xa-X´a>0

P>Q´

　⇒財というのは必ず効用が正である

　　非財（効用が０or負）は存在しないと仮定している


■無差別曲線
上の序数的効用の三条件が満たされるとき、好む度合いが等しい（無差別である）場合の集合を集めると、無差別曲線を描くことができる。
無差別曲線の性質は、

	１．右下がり

効用として、右下がり斜線部＞Ａ＞左下がり斜線部だから、Ａを通る無差別曲線は必ず右下がり

２．原点からより遠い方がより選好される
３．無差別曲線は交わらない
交わると矛盾が生じる。
例えば下の図では、同一無差別曲線上にあることからＰ＝Ａ＝ＱなのにＰ＞Qとなっており矛盾している。
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たとえば、このような効用関数の例が考えられる。
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より具体的に、
[image: image7.wmf]5

.

0

2

5

.

0

1

x

x

U

=

とすると
この無差別曲線は、
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 EMBED Equation.3  [image: image9.wmf]2
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が同じくらい好きであることを示している。
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とすると、これは
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の方が好きな場合の無差別曲線であり下図のようになる。
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逆に
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の方が好きな場合は下図のような無差別曲線となる。
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●限界代替率

幾何学的にはある点での無差別曲線についての接線の傾きを、「限界代替率」（Marginal rate of Substitution:MRS）と呼ぶ。
限界代替率は効用の水準を保った状態（＝同じ無差別曲線上）で、
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を増やすときに
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がどれだけ減らなければならないかを示している。つまり、ある人にとって
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の限界的な変化に相当するのがどれだけの
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の変化であるのかを示す「数値」である（単位は効用ではない）。
限界代替率は、
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の増加につれ逓減するとみなされる。（限界代替率逓減の法則）
限界代替率逓減の法則は心理法則である。
⇒無差別曲線は原点に向かって凸になる
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　＊MRSは単位のない数値である
■予算制約線
家計はU=U(
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 EMBED Equation.3  [image: image22.wmf]2
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)を最大化している
予算yが一定であるとき、
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　（予算制約式）　(
[image: image24.wmf]2

2

1

1

x

p

x

p

+

＝支出)
（
[image: image25.wmf]y

はｙが定数であることを意味する）
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●消費可能領域：消費可能なのは、ＯＡＢで囲まれた領域の（
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●貯蓄
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ＡＢ線上ならば貯蓄はなく、三角形の内部ならば予算
[image: image31.wmf]y

を使い切っていない。
●今貯蓄は考えないとすると
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●予算線の傾きは、選択している二つの財の相対価格（
[image: image33.wmf]2
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p

p

）

●所得（予算
[image: image34.wmf]y

）が増えると、予算線ＡＢは下図のように外側にシフトする。
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　（ｙ不変でP１とP２が下がっても同様）
●P１が上昇してP´１になり、ｙとP２が変化しないとき、予算線は下図のようにシフトする

[image: image36.jpg]



■主体的均衡

経済主体が最適化（目的を最大限に満たしていること）を果たしているときに、主体的均衡が成立しているという。
Ex)消費者が、所得制約の下で効用を最大化している状態
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（MaxU：Uを最大化せよ）

　s.t.（＝制約）　　
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●右図における主体的均衡点は、Ｅである

ここでＥは、消費可能性（
[image: image39.wmf]2
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x

x

）領域の内で最大の効用を達成する点である。

●ＡＢの外の点はもっと効用が高いが、予算の制約から達成されない。

●Ｅ点が効用最大の点であるのは、限界代替率が逓減している（無差別曲線が原点に向かって凸）だからである。
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●コーナー解
下図のように無差別曲線の傾きが急で、予算制約線の端で効用が最大化される時、Eはコーナー解と呼ばれる。
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●逆に凸の無差別曲線の場合
通常無差別曲線は原点に向かって凸だが、ここで仮に逆に凸の無差別曲線を考えてみると
予算制約線と接する無差別曲線は、効用が最小のところである
[image: image42.png]



●価格の上昇と均衡点の変化
所得ｙとP２が不変で、P１だけが上昇した時均衡点は下図のようにシフトする。
1．P１が上昇すると相対価格(P1/P2)が上昇する。

この時、予算制約線は新たな予算制約線A’Bへ移行し、均衡点もE1に移行する。

2.第一財の価格が上がるとその財の需要量が減るために需要曲線が右下がりになるということは、下の二図のように導出される。
　需要曲線が右下がりなのは、第一財の価格が上がったためにこの消費者が第二財に代替しようとする「代替効果」が大きいからである（似たようなラーメン屋があるときに一方の店が値上げすると、他方に客が流れるのと同じこと）。
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今、均衡点E0からE１への移行を、E0とE１の間にE2を中継点としてはさむことによって、もっと厳密に考えてみることにする。つまり均衡点がE0→E2→E１と移行していったと考える。
E0からE１への移行は、二つの要因によって起きている

・所得効果
財が2つしかない時、P1が上がると一般価格にも大きく影響するため、名目所得ｙはP1が上昇することで実質的には減少している。
その結果新しい予算線ＢE1が描かれたのであるが、それだけでは所得の変化が需要を減少させた効果を純粋に観測することはできない。そこで純粋な観測を行うために、仮に名目所得ｙが価格比（P1/P2）は不変のままで減少したとしてみよう。
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→
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は、相対価格は不変のままで名目所得のみ減少したときに
[image: image46.wmf]1

x

がどれだけ変化するかを図上で見たものである。これによってP1が上がり「一般物価が上昇したことによる実質所得の減少」がどのように需要に影響したかが示される。

このように所得の変化から需要が受ける影響を、「所得効果」という。
	Cf.正常財と.劣等財

所得が減少したときに、所得効果は必ずしもマイナスとは限らない。(＝所得が減少すると需要が減る、という財ばかりではない。)

所得の増加に対し、需要が増加する財（所得効果がプラス）を正常財と言い、需要が減少する財(所得効果がマイナス)を劣等財という。

劣等財の例としては、所得が少ないため仕方なく食べていた麦や運転していた軽自動車が挙げられる。これらは所得増大とともに需要が減り、コメや高級車に代替される。


・代替効果


[image: image47.wmf]2

E

→
[image: image48.wmf]1

E

は、効用が一定に維持されるとき（所得が補正されたとする）、
[image: image49.wmf]1

p

が上がることで相対的に安い第二財に置き換えても構わない（効用が変化しない）とみなされた部分（代替効果）である。二つだけの財でいえば、
[image: image50.wmf]1

p

が上がるときの第一財自身への代替効果は必ずマイナスになる。
＊稀に価格が上がったのに需要量も上がる場合（右上がりの需要曲線）もある。

劣等財で
[image: image51.wmf]1

p

が上がるときの実質所得減少効果で需要が増え、それが代替効果のマイナス分を上回るという例外的なケース（ギッフェン財）である。それは思考上は可能性があるが、実在するかは不明である。
■家計の労働供給
効用を最大化するように労働供給時間を決める
家計の効用最大化行動から、生産要素市場における労働の供給曲線を導出する。

[image: image52.wmf]wL

C

t

s

x

L

t

s

x

C

MaxU

=

=

+

.

.

20

.

.

)

,

(


ただし、
・
[image: image53.wmf]L

は労働時間、
[image: image54.wmf]x

は余暇時間で、睡眠時間など削りようのない時間が四時間あるとする。
[image: image55.wmf]w

は賃金で、所得
[image: image56.wmf]wL

のすべてを消費
[image: image57.wmf]C

する

・家計の効用は、余暇と消費から得られる
とする。
機会費用：余暇はその時間働けば得られたはずの賃金を支払っている(失っている)と考える

上記の式を変形すると、
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この式の意味は、すべての時間働いてえられる最大所得
[image: image59.wmf]w

20

の制約のなかで、一部を余暇に当てて（余暇とは賃金を捨てているということ）、残りを消費するということ。Wは余暇一時間当たりの価格と解釈できる。
●消費と余暇、消費と労働時間
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左図が消費と余暇、右図が消費と労働の無差別曲線である。
まず左図について述べる。C,xはともに効用を増大させるが限界効用は逓減すると考えると、通常の無差別曲線同様原点方向に凸の曲線が描ける。

また右図に関しては、左図と左右対称な図が描かれる。その理由は労働供給可能時間Hとすると、L=H-ｘだからである。
●賃金の上昇と均衡点の変化
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ＯＡＢは賃金
[image: image62.wmf]w

を示す角度。それが大きくなると
[image: image63.wmf]w

20

が大きくなって全体の所得が増えて消費を増やすことができるが、余暇も増やしたくなるために労働時間を減らす。それでも
[image: image64.wmf]w

が増えているために、必ずしも所得が減るわけではない。

予算線ＡＢはＡB’へとシフトして、所得効果が
[image: image65.wmf]0

E

→
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、代替効果が
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E

→
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●後屈型労働供給曲線
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ある個人の労働供給曲線は、上図のようになる。これを後屈型労働供給曲線と呼ぶ。

これは、当初は賃金が上がり余暇の価格が上がったことから余暇を減らした（より多く働いた）が、同時に予算20ｗも増えたことから所得効果で余暇を増やすという反対の効果が見られたためである。ｗが低い水準にあるときは代替効果が大きく余暇が減る（より多く働く）が、ｗが一定以上大きくなると所得効果が上回って余暇を取りたくなり労働を減らすのである。
代替効果は、余暇の価格が上がったから消費ｃを増やして余暇を減らし、当初の効用を維持するもの。所得効果は、賃金が上がり所得が増えたので、ｃも余暇も影響する効果。ただし、所得効果として余暇が減るという異常な場合も理屈の上では想像できる（
[image: image70.wmf]1

1

E

）。通常は所得が増えると余暇も増やす。その効果が代替効果よりも小さいと（
[image: image71.wmf]2

1

E

）トータルには余暇は増えない。これは賃金が低い水準の場合である。最後に所得効果が代替効果を上回る場合があり、このとき賃金上昇の結果としてトータルに余暇が増える（
[image: image72.wmf]3

1

E

）。
■家庭の資金供給

銀行にお金を預けるというのは、銀行への資金供給である。

これを新古典派はどう解釈しているのか？

⇒家計の効用最大化行動から、生産要素市場における資金の供給曲線を導出する。
貯金をするということは、今期の消費をあきらめて銀行に資金として供給し、来期に消費するということである。この時貸付の対価は利子（率）である。

今、

①今期の所得が
[image: image73.wmf]1

Y

、将来時点の所得が
[image: image74.wmf]2

Y

と分かっている
②今期の消費
[image: image75.wmf]1

C

、将来時点の消費
[image: image76.wmf]2

C

の組み合わせについて、効用が理解されている
とする。
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利子率rは今期の所得を貸し付けて将来に返してもらう時の割り増しの比率である。
上図では、今期の所得をすべて貯金Ｓしたときに将来にはＯＢだけ消費できることを示している。

●利子率の上昇と均衡点の変化
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当初の予算制約線がＡＢ、利子率上昇後の予算線が
[image: image79.wmf]B
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¢

¢

だとしよう。このとき均衡点は上図のように
[image: image80.wmf]0

E

から
[image: image81.wmf]1
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に変化している。
利子率の上昇についても、利子が上がったため現在よりも将来に消費した方が得になることから生じる「代替効果」（E2⇒E1）と、利子上昇で現在・将来ともに所得制約が拡大することから起きる「所得効果」（E0⇒E2）に分解して考えることができる。
けれども今回は、代替効果を所得効果が帳消しにした上で上回るということはありえず、金利上昇のトータルな効果は必ず現在消費を減らし貯蓄させることになる。
⇒
[image: image82.wmf]1

E

の位置に注目

◆生産者行動の理論
■企業行動の目的
企業の目的は、利潤を最大化することと仮定する。利潤は販売額（Ｐｘ）から費用（生産要素への支払い）を除いた額。　（P：生産物一単位あたりの価格　ｘ：生産量）
式にすると、
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となる。（コスト：C=ｗL＋ｒK）（L:人・時　ｗ：賃金）
＊借金をして利子率を支払い、機械設備Ｋを購入するものとしよう。
rKは生産期間における利子の支払い額に相当する。

＊企業は、労働や資金・土地といった生産要素を財に変換する「技術」の制約に服しているとする。技術は一定期間は変化しないものとみなす。技術は生産関数で表される。
　⇔
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生産関数：
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　（L:労働　K:資本(新古典派では主に機械設備)）

■費用最小化と費用曲線

企業が利潤を最大化するというのは、

①C一定で、Px最大化→等費用線

②Px一定でCを最小化→等量線（又は等生産量線）

●等生産量線
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は同じ生産量をもたらすような労働Ｌと資本設備Ｋの組み合わせを示し、グラフは下図の様になっている。
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・等生産量線の形状が垂直に近かったり水平に近かったりすれば、それぞれいずれかの生産要素がより貴重であることを示している。
・右上がりには絶対にならない

・K,Lを代替することが可能なとき、なだらかな曲線になる

　（Cf.全く交換不可能な時は下図のようになる

　　[image: image88.jpg]


）
●等費用線


[image: image89.wmf]rK

wL

C

+

=

は等費用線であり、同じ費用
[image: image90.wmf]C

をもたらす労働と資本の組み合わせを示す。
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　　　　（ｗとｒは市場で決まる）
●等生産量線上の均衡点
企業が特定の生産量
[image: image92.wmf]x

に対して費用を最小化するには、下図のように等生産量線の上にある
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の中で、最小の費用にあたる点が均衡点として選ばれているはずである。
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●費用関数の導出
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	上図は、費用が最小化されつつ生産量を拡大すると、それぞれの
[image: image96.wmf]x

に対して均衡点
[image: image97.wmf]1
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E

E

が均衡点として選ばれていることを示している。

また、それぞれの生産量に対して
[image: image98.wmf]1
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E

が決まり、それぞれに費用が対応しているから、ｘと費用
[image: image99.wmf]c

の関係を示す費用関数（曲線）（下図）が導かれる。

この図は横軸が生産量、縦軸が費用を示している。




■利潤最大化と限界費用曲線
短期的には資本設備の量Ｋを変えることができず、労働量Ｌだけが可変であるとすると、
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この時、生産関数はＳ字型であると推定されている（土地Ｋにおける穀物の収穫のようなイメージを想定している）。当初は大きなＫを使い切れておらず、次第にＬが増えると分業が始まって生産性が逓増していく。しかしＬが増えすぎると混雑が起きて、最終的には逓減していく。
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　　（左図では、逓減していく部分は無視されている）
このときの費用関数ｗとｒKを一定と考えると、
[image: image102.wmf]wL

が可変費用（VC）、固定費用（FC）であり総費用TC=ｗL+rK=VC(L)+FCである。ｘに対応する
[image: image103.wmf]L

をｗ倍すると可変費用が導出されるから、費用関数は下図のようにＳ字を逆にした型となっている。このとき座標軸としての縦軸ｙが横になっている。
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・原点を通る収入線pyと費用線との高さの差が利潤である。

・ＯＤは固定費用、ＤからのＣ（ｙ）が可変費用である。
・ＯＳ，ＯＢ，ＯＥなど原点から費用曲線までの傾きは平均費用ＡＣ（Average Cost）と呼ばれる。

・平均費用は初めは生産量が増えるに従って減少するが、ある点を超えると増加してゆく
（上図では原点を通りC(y)に接する線（＝直線OB）で平均費用が最小化する。）

・利潤最大化は、
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によるから、
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の点で最大化する。(上図では点E)この
[image: image107.wmf])
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を限界費用ＭＣ(Marginal cost)と呼ぶ。ＭＣはＣ（ｙ）の接線の傾きである。
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が最適な状態だから、供給関数に当たっている。
ＭＣ，ＡＣの関係は下図の通りである。
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	この時、先ほどから述べている様にKは固定的、Lは可変的なものとして考えられている。

（昔日本では熟練した労働力こそ時間をかけなければ得られないため、アメリカなどと違い日本の社会においてはLの方が固定的であるという意見があったが、近年は派遣やリストラなどもあり可変的なものであると言える）

ある企業はこの状況で利潤π＝Px－T(x)を最大化しようとする。

（Px：収入。ただし価格Pは一定とみなす。　T(ｘ)：総費用）

πが最大となるのはdπ/dx=0となる時であり、これはP-dTC/ｄｘ＝０となるところである。

dTC/ｄｘ＝MCであるので、これはつまりP=MC（ｘ）となるところである

この時、MC´＞０でなければならない。
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（縦軸はTC）
MC´の正負は上図のようになっている。

MC´>0でなければならないのは、MC´<0の部分では分業が起きており生産性が上がっている段階なのでそこで生産をやめるのは企業にとって損だからである。

MC´>0の時には生産性が落ちてきているので、そこのどこかで利潤が最大化しているはずである。
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上図のグラフのうち、左の方のMCが減少していく部分では企業の利益が小さくなるので無視する。また上図は価格がPの時にはこの企業はｘ＊だけ生産するのが最適であるということを示しており、MCは個別供給曲線になっている。

供給曲線が右上がりなのは、このように示される。


また、MC,AC,ＡＶＣ（平均可変費用 Average variable cost）の関係は下図のようになる。
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ＡＣ線とＭＣ線の関係は、ＭＣ＜ＡＣであるときに生産量Ｘが増えるにつれてＡＣは減り、ＭＣ＞ＡＣであるときにＡＣは増えていく（なぜか？平均と限界の関係から推測せよ）。つまりＡＣはＵ字型となり、その最下点でＡＶＣと交わることになる。
	なぜＭＣ＜ＡＣであるときに生産量Ｘが増えるにつれてＡＣは減り、ＭＣ＞ＡＣであるときにＡＣは増えていくのか？

限界費用とは、その財をもう一単位生産する為にかかる費用である。MC<ACならば、生産量を増やした時にかかったコストは増やす前の生産平均コストよりも少ない。そのため、生産量が増えた後の平均コストは増える前の平均コストよりも下がる。

MC>ACの時ACが増えるのも同様。


ただしｐ＜ＡＣだとｐx＜Ｃだから赤字になるので、供給曲線はＭＣのうちＡＣを上回る部分。（厳密には、ＡＶＣ＜ｐ＜ＡＣだと赤字ではあるものの可変費用よりは収入が大きいから、操業は続けている。固定費用の全額までは利益が出ていない状態。ｐ＜ＡＶＣだと日々の可変費用についても赤字になるから、操業そのものを停止することとなる。）
	操業停止点と損益分岐点

損益分岐点とは固定費用を含めて総費用と総収入が一致する点であり、利益が0になるところであり、操業停止点とは固定費用を含めないで可変的な総費用と総収入が一致する点であり利潤はマイナスになっている。

上のグラフで言うとMC曲線とAC曲線の交点が損益分岐点であり、MC曲線とAVC曲線の交点が操業停止点である。

企業はたとえ利潤がマイナスでも損益分岐点を超えない場合生産を続け、損益分岐点を超えると生産活動は行われなくなる。

例えば、土地代等の固定費用が2万円、人件費などの可変的な費用に3万円かかっているとあるお店を考える。

①収入が5万円より大きい場合

　収入―5万円分の利益が出ており、何の問題もない
②収入が5万円の場合

　固定費用を含む総費用と総収入が一致する損益分岐点であり、利益は0である。

③収入が3万円より大きく5万円より小さい場合

例えば収入が4万円だとすると、このお店が操業した場合4万円－5万円で1万円の損失が出ることになる。しかし、このお店が操業しなかった場合も固定費用はかかっているため0万円－2万円で2万円の損となる為、利潤はでなくとも操業した方が損は小さくなる。
④収入が3万円以下の場合

収入が3万円の時、固定費用を含めない可変的な費用と総収入が一致する操業停止点となる。
収入が3万円以下の時は、収入－可変的な費用な費用がマイナスになるため操業しない方が損失が小さくなるため操業は停止される。


■供給曲線における短期・長期
固定費用は、短期的には投入量を増やせない生産要素から生じる。ex.Ｋ（資本設備）
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	短期では固定的な生産要素の投入量を長期において増やしていくと、Ｋの大きさによって多くの短期費用曲線が描かれる。またＡＣ曲線のＵ字も同様に描かれることになる。

それぞれの生産量にかんしてＫの大きさも自由に選べるならば最低の費用となる短期費用曲線を自由に選択できるから、長期費用曲線（ＬＣ）は左の上図のように短期費用曲線の「包絡線」である。別の言い方をすれば、短期費用曲線のうちで意味のある点は長期費用曲線に接している点のみ。
また長期ＡＣ（ＬＡＣ）も左の下図のように短期ＡＣ（ＳＡＣ）の包絡線となる。この時、各SACはLACと接しているが、接点は必ずしも各SACの底とは限らない。


・ＳＭＣは、それぞれのＳＡＣのＵ字の最低点を通っている。ＳＭＣのうちで意味のある点は長期費用曲線と短期費用曲線が接してる点であるから、必ずしもＳＡＣの最低点ではない。
・長期ＭＣ線を図に付け加えると、下図のようになる。
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・長期的に見るときは操業分岐点と損益分岐点は一致すると見なしてよく、LMCとLACの交点にあたる
■生産要素に対する派生需要
今まで扱ったのは企業が最終消費財市場にどういう行動をとるのかという話だったが、企業は供給するだけでなく労働や資金を需用するという側面も持っている。

ただし今は資金＝資本(設備)と考えることにする。というのも、企業は借りたお金で機械設備をレンタルしていると考えている。

では企業は労働や資本をどのように需用しているのか。
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これはＬやＫに対する企業の需要を示している。
ここでＭＰとは限界生産力。
[image: image116.wmf]L

y

D

D

など。
等費用線の傾き
[image: image117.wmf]MRTS

K

MP

L

MP

r

w

=

=

)

(

)

(

である。
（MRTS:技術的限界代替率。Marginal rate of Technical Substitution）
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企業は利益最大化を目的として行動している。
今Kを一定とし、企業の利益を考えると、
π＝収入－費用であるが、収入も費用もLの関数であるとすると

π＝収入－費用＝Px-（ｗL+rK）　（Px＝F(L,K)）

ここで利益最大化の条件を考えるためLで微分すると、

	ｄπ/dL=0となる時、利潤は最大化する

P・ｄF/dL-w=0

右図からも解るようにｄF/dL=MPLであり、上の式はP・MPL=Wである。

P・MPLは限界生産力の価値を表し、この式はこの企業が利潤を最大化するためにどれだけのLが必要だったか、どれだけの賃金の時にどれだけの労働を雇い入れば利潤が最大化されるのかを表す式である。
(＝労働の需要がどれだけあるかを表す式)

P・MPK=ｒ
限界生産力MPLにPをかけたもの(右図)が企業の労働についての需要曲線である。
ただし二階微分して負でなくてはならないため、労働需要曲線は右図のオレンジの部分のみである。

　⇒労働需要曲線は右下がりになる
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■新古典派における企業

・労働者は自由に増やしたり減らしたりできる
・機械は自由に増やしたり減らしたりできる

・労働者が集まって一種の社会が形成され、社風・文化が生まれるとは考えられていない

◆市場について
■完全市場を仮定する
①全ての市場参加者がプライス・テイカーであること。
市場に参加している消費者および企業は無数でありしかも市場全体に影響を及ぼすほどの大きさではない（ドングリの背比べ）状態であるため、市場でついた価格は各経済主体にとっては与件とみなされる。
②財は同質である（財の同質性）
　「Aという財」というくくりの中に含まれている財はすべて客観的に同質である。

③市場価格および財の質について人々が完全に情報を得ているということ（完全情報）
　（近くの店で同じものがより安く売っていたら、皆必ずそちらを買いに行く）

④市場への参入と退出の自由が法的に保証されている。障壁がない。

　障壁：特定の企業とは取引しない、など
このとき、市場は均衡するものとされる。
が、完全市場の仮定は偏った極端な仮定であり、極端な結論が出てくる可能性がある。

■市場の均衡
●短期の場合
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短期的には市場の需要曲線・供給曲線は上図のようになっているとする。

市場需要曲線・市場供給曲線とは、個別の企業や家計のもっと小さな需給曲線を全て同じ価格について横方向に足したものである。

この時価格や需要がどうなるのかということを、L・ワルラスはマーケットを非常に単純な模索過程（タトヌマン）と仮定して考えた。

「週」の月曜に、消費者と一定数の企業が集まり、オークショナー（せり人）の仲介のもとで「せり」を行う。オークショナーは、ある財について価格を読み上げる。
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と読み上げたとき、それを与件として各消費者はどれだけ需要するのかを答え、企業はどれだけ供給するのかを答える。オークショナーはそれらの答えを集計し、総需要Ｄと総供給Ｓを算出する。もしＤ＞Ｓ(超過需要)ならばオークショナーは次の価格
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を読み上げる。
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とする。D<S(超過供給)だったならばその逆で価格を下げる。
この過程は、偶然にＤ＝Ｓとなるまで続く。市場で均衡価格が発見されれば、模索（せり）は終了。この時、自分が売りたい/買いたいと言った量で固定され、火曜から木曜まで企業は生産を行い、金曜に実際に交換する。

短期の均衡価格P*が発見された時、下の図のようになる。
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●長期の場合
・新たな参入が起きる

　短期を見て利潤があると解ると、せりに入っていなかった企業が参入する

・設備投資Kの規模の変更が可能
■まず価格が変動しないと仮定した時
需要曲線
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と供給曲線
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から「せり」を通じて発見された均衡価格
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があり、それが一定期間変化しないものとしよう。その期間内にある企業が固定的な生産要素Ｋを変化させることができるとする。当初、Ｋが
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だから利潤は正である。けれども
[image: image132.wmf]0

1

SMC

p

=

は
[image: image133.wmf]LMC

とは一致しておらず、長期的には最適ではない。そこで企業はより大きな利潤を与えてくれる
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へと長期的には規模を変えるだろう。このとき
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となり、これは短期の
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を上回っているから、利潤はＧＨ×
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■参入が起きるとどうなるのか？
新たな企業が参入してきた時、どの企業も同じ技術をとりうるとすれば個々の企業の費用曲線は不変だが、市場における供給曲線が新規参入企業の分だけ右下にシフトすることになる。
供給曲線が最終的には
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までシフトしたとしてみよう。このとき均衡価格は
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となる。それに対してさらに企業も固定的な生産要素規模を長期的に縮小するなら、結局は
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となり長期の産業均衡に達し、企業にとって最適な状態であるにもかかわらず利潤はゼロになってしまう。ただしこの利潤とは超過利潤と呼ばれる利潤であり、正常利潤ではない。正常利潤とは、人々がおよそ平均的に予測するようなある企業の予想利潤や経営者の給料であり費用の中に入れられてしまっていると考える。超過利潤には経営者の給料や株主がその企業に投資することで得られると予測した利益は含まれていない、予想外の利潤のことでありボーナスとなる。
こうして産業の長期均衡においては「超過利潤」は消滅するが、「正常利潤」は存在していると言われる。正常利潤とは経営者の所得や株主が一般に期待する利潤（市場での利子率）をみたすがそれ以上は含まないような利潤である。
■現実の会社の運営
産業の長期均衡の状態では必ずLACとLMCの交点になると上で述べたが、新古典派経済学では実際の会社運営は下図の領域であり利潤はプラスになっているのが通常であると考えている。下図のオレンジの円の中はどういう状況かというと、生産量xを増やすと平均費用が増えるという状況であり、具体的には漁業・農業・鉱業などにおける土地の肥沃度や工業の場合は特定の経営者の能力などに制限を受ける状況である。
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これに対して、下図のような領域で運営される産業というのもある。
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これは組み立て工業、組立のラインだけを運営しているような工場などである。

いくら生産規模を増やしてもやることが全く変わらず、労働者にいくらでも余りがあり賃金が上がらないという状況だとすると、平均費用が一定になる。

■一般均衡

すべての産業すべてのマーケットすべての商品(労働・資金も含む)について長期的に需要と供給が一致した状態を一般均衡と呼ぶ。

一般均衡というのはどういう時に起きるのか？
ワルラスは需給の方程式の数がi本だとして変数の数もiならば解けるはずだと言ったが、これは予測にすぎない。特に経済の場合はｐ>０、D,S>０でなければ意味はない。

ではこういう時に一般均衡の解は存在しているのか？

解の存在や安定性の条件とは何なのか。

解の安定性については、下のように考えることができる。
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◆実証経済学と規範経済学

実証経済学：現実の経済がどういうもの「である」のかという事実を扱うものを実証経済学という。

今までの授業で扱ってきたのはこの実証経済学である。

規範経済学：「～すべきである」という問題を扱うのが規範経済学であり、今ある現実が良いか悪いかを判断する。
例えば、現実の所得格差の問題を調べるのが実証経済学であり、それについて良いか悪いかを判断するのが規範経済学である。
新古典派経済学はこの二つを区別しようとする。

■強い規範と弱い規範

規範経済学の中ではさらに弱い規範と強い規範が考えられる。新古典派では、弱い規範とはあパレート最適性を、強い規範とは貧富の差を指し強い規範については政治学の問題であるという立場をとる。

●パレート最適性

経済における効率性のことであり、無駄をなくすということである。ある人の経済状態を悪化させることなしには、別の人の経済状態を改善できないという状態をパレート最適という。
パレート非最適であるときには、誰の経済厚生を悪化させることなく、特定の人の経済状態を改善することができるということであり、これは要するに、有効に活用されていない資源が存在しているということを示している。パレート最適であるとは、（個人の満足の観点から見た）資源の有効利用が行き届いている状態である。
→これはあくまで個々人の満足にかんすることである点に注意
	例えば、消費者Ａの財Ｘと財Ｙにかんする消費状態について限界代替率
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、消費者Ｂは限界代替率
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であり、その値には差があるとする。

いま仮に
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＝３、
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＝１とする。このとき、ＡはＸを１単位得れば同時にＹを３（
[image: image149.wmf]A

xy

MRS

）単位だけ失っても満足水準（経済厚生）は変わらない。ＢはＸを１単位失うのと同時にＹを１（
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）単位だけ与えられれば、満足水準（経済厚生）は変わらない。

いま、ＢがＡにＸを１単位あげ、その代わりにＡがＢにＹを３単位返したとしよう（下図における点Ｐから点Ｑへ移動）。Ａの経済厚生は変わらない（無差別曲線）。ところがＢはＹの２単位分だけ効用水準が向上し、無差別曲線は①から②へ動いている。
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この例から、両者の現在の消費状態の限界代替率が異なっているかぎり、交換によって一方の経済厚生を引き上げることができることが分かる。

つまり、限界代替率が異なっているときパレート非最適である。

逆に言えば、パレート最適になるための条件はすべての消費者にかんして限界代替率が一致することであり、上図の点線がＡとＢにかんするパレート最適点の集合である。
規範経済学における弱い規範は、パレート最適以外の状況を最適化させようとする考えであり、強い規範は最適線上でどこにあるのが適切かを考えるものである。(最適線上であってもAやBに偏っているのは問題じゃないのかという考え)
同様のことが、生産に関しても言える。すべての企業にかんして技術的限界代替率ＭＲＴＳが一致しているとき、生産要素は効率的に（パレート最適に）利用されている。


■厚生経済学の基本定理
完全競争状態においてはパレート最適が達成されている。これを「厚生経済学の基本定理」と言う。
	経済について現存する土地や労働、人々の効用などの生産要素の状態Ｐがあり、またそうした現存経済にかんする理想状態（パレート最適）Ｑがあるとする。

ＰからＱへと導くことが必要だとして、それを実現する手段として、様々な経済体制が生み出されてきた。市場経済体制や社会主義計画経済体制などである。戦後日本における官僚主導型経済体制もその一つである。だがそれらが本当にＰをＱに導くか否かは明らかではない。

厚生経済学の基本定理とは、市場が完全競争の状態にあれば、ＰからＱへと自動的に導かれることを主張するものである。

新古典派が「市場は効率的である」と主張するのは、厚生経済学の基本定理を想定してのことである。


消費者Ａと消費者Ｂが面識なく、互いの経済厚生について知らず各々は価格だけを見て行動しているものとする。完全競争であれば市場で均衡価格
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がついており、Ａは自分の効用を最大化するようにこれと自分の限界代替率を一致させるように調整している。つまり、
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となっている。同様に消費者Ｂも価格
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となるように自分を調整している。

ここで両者は互いを知らないのに、価格が媒介することで
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が成立している。すべての消費者について限界代替率が一致するから、パレート最適となっている。
企業Ｘ，Ｙにかんしても、
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となるから、生産要素の価格比
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が媒介することですべての技術的限界代替率が一致しており、パレート最適が成り立っている。
	なぜ消費者は均衡価格と自分の限界代替率を一致させようとするのか？

今基数的効用で考え、
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＝３の時にある消費者Aの限界代替率
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＝6であったとする。

つまりこの消費者AにとってはY一単位あたりの効用を１とするとX一単位の効用は6である。

消費者AがYの購入量を3単位減らし1単位のXを得たとき、消費者Aが失った効用は3で新たに得た効用は6であり全体としてAの効用は増加している。
このように考えていくと、Aにとってのパレート最適は限界代替率が均衡価格に一致した時である。


■例外事項（市場の失敗）←政府の適切な介入によって解決されると考える
①独占・寡占
完全競争の条件のうち、「無数の生産者や消費者がいていずれもが市場を左右できるほど大きくはない」という「プライステイカーprice taker」の仮定が満たされないと、生産者が単独で市場需要曲線に直面し価格支配力を持つ「生産独占」や独占的だがライバルが存在する「寡占」の状況となる。
とくにＬＡＣが右下がりである領域で生産が行われるような産業、つまり規模の経済により生産すればするほど平均費用が下がるような巨大な設備投資を初期投資として行うことが必要なガス・水道・鉄道・電気などでは、先に生産を開始した企業が安い費用でサービスを提供できるため圧倒的に有利であり、したがって自然に独占する傾向を持つ。
②不完全情報

完全競争の条件のうち、完全情報の仮定が満たされない場合がある。
財の質について消費者が生産者ほど情報を持っていないような不利な状態が生じうる点を「情報の経済学」が、将来にかんしてリスクがある場合を「不確実性の経済学」が分析している。

③外部性

市場を介さずに（費用を支払わずに）生産者が互いに影響を与える場合がある。プラスの影響は「外部経済」と呼ばれ、生産に関しては果樹園と養蜂業者の関係がそれである。
マイナスの例（外部不経済）としては、工場が廃液を垂れ流したときに下流で漁場が痛んだり病人が出たりする場合がある。
また外部経済ではないが、産業の集積によって道路や港の整備が進むということもある。

④公共財

公共財とは、消費について「非競合性」と「排除不可能性」という２つの性質を持つものとされる。
非競合性（共同消費性）とは、同じ財・サービスを同時に複数の消費者が消費できる状態を言う。たとえば国防サービスは、国中の人々が消費しており、ある人が消費したからといって他の人の消費が減るという性格を有していない。これに対して私的財（リンゴ）は、ある消費者が消費すると他の消費者は消費することができない。
消費の排除不可能性とは、ある財・サービスの利用から他の消費者の利用を排除することが不可能か、あるいは困難である状態を言う。例としては、大きな景観や地上波電波などがある。これらには、自分が消費しているのに「消費していない」として支払いに応じない「フリーライダー」が生じうる。
■経済的規制と社会的規制
新古典派は経済的規制は緩和すべきだと主張している。その理由を基数的効用で考えよう。
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ある消費者は価格に限界効用を一致させることで効用を最大化している。需要曲線とは限界効用を示す曲線だが、ある価格
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で効用が最大化されているなら、その人は
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DEP

の分だけ消費によって効用の余剰を得ている（資料２）。なぜなら、支払いは財の最初の一単位も最後の一単位も同様に
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であるのに、最初の限界効用ＯＤは
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を上回っているからであり、その分を消費量
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まで集計すると余剰は
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となる。
基数的効用の場合は、市場で集計しても同じことがいえる。
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は、利潤と固定費用を合わせたものであり、企業にとっての余剰である。
結局、均衡価格において、余剰は最大になる。
なぜなら、もし価格が
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で生産・消費量が
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であるなら、余剰は
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だけ減ってしまっているからだ。したがって、かつての米価のように農政の規制によって価格支持政策をとると、結局は余剰減ってしまうことになる。
以上の理由から新古典派は経済的規制は緩和すべきだとするが、社会的規制は認めるべきだとしている。

◆新古典派への異論

■新古典派の限界

新古典派の理論は、現実から抽出してきたような仮設でありながら現実から見れば市場像として偏りがある。新古典派は、間違っているというよりは、特定の条件の下で有効な理論とみるべきだろう。
・基数的効用の概念は、財＝モノを消費して、数値で表現できるほど確かな物欲が存在しているということを意味している。これは、飢餓からようやく逃れた社会における消費（イギリスならば１８００年代前半頃、日本なら第二次大戦後高度成長期頃まで）に即した理論といえる。
・序数的効用の概念、パレート最適の概念は、「科学的」であること、なるべく前提を少なくすることを目的とするところから生じている。しかしそうした厳密性と引き替えに、「格差」の是非を論じたり経済と倫理の問題を扱ったりといったことはほとんどできなくなってしまった。
・また、そもそも消費について選考の適否や合理性が社会問題としての経済の課題であったのは、やはり「物欲」に対して財＝モノが稀少であった時代である。しかし今日、物欲は個々人にとって確たるものではなくなり、むしろ社会における流行や消費者から企業が読み取る潜在的な要望であったりする。
・そもそも新古典派では、生産の側が作ったものは、何らかの物欲を呼ぶとされている。しかし消費者にまったく相手にされない財がゴミの山を作るというのが事実である。生産者が消費者との間でイメージを交換しつつ消費欲望を作り上げるという「マーケティング」活動は、経営学者・社会思想家のＰ．ドラッカーが名著『現代の経営』（1954）で企業のマネジメントにとってイノベーションとともに最重要とみなした項目である。
①WTO
WTOは国際分業を進展させるべきであり、貿易に参入障壁は無くすべきであると主張している。

日本も例えばオーストラリアや中国からの食糧輸入を進めてきたが、これは代金を支払えば相手は売ってくれるという前提のもとで行われていた。しかし今、凶作などが原因で輸出国側が売ってくれなくなっているという問題点がある。

短期的な食糧確保は政治の問題だと言われているが、自由化で国際的な法などが廃止されていっている。そもそも全世界共通の方が存在しないため、それを超えて広がるのは本来難しい。

②J.M.ケインズ

ケインズは欧米を襲った１９３０年代の不況に対して「雇用、利子および貨幣の一般理論」(1936)を著し、「有効需要の原理」を唱えた。これはＡ．Ｃ．ピグーら新古典派が失業を「賃金が高すぎる」ことの帰結と理解し、労働組合の要求を批判したのに異論を提起したもので、失業の原因を総需要が総供給を下回ったことに求め、有効需要を創出するために（当時の状況下では）財政政策を活用するよう主張した。
●非自発的失業
ケインズは非自発的失業はありうると主張した。（←現在は新古典派も含め反対が主流）

ケインズによれば、新古典派の言うようにかりに賃金を下げたとしても、それが消費を低下させれば総需要も減ってしまうので需要不足という現状は変わらない。失業は労働市場における規制の問題ではない、とした。
●マクロで経済をとらえる

生産というのは、見込み生産であり注文に基づいて生産が行われているわけではない

　→意図せざる在庫の可能性がある

●枠組み
ミクロでは、「家計―製品市場―企業―生産要素市場―家計」という経済の循環図を描いたが、今回は下図のような「生産―所得―支出－生産」という循環を想定する。
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ただし閉鎖経済（外国との取引のないもの）を考える。
＊まず、生産と所得の関係について考える。

年初に企業部門が売れる量を予測して、Ｙだけ生産したとしよう。生産に要した人件費（賃金）や土地代、利子、原材料費などは売れ行きにかかわらず支払わねばならない。また、企業は予想される利益（正常利潤）を「営業余剰」として得るから、総供給額Ｙはそのまま生産要素市場において所得として家計・企業・政府に分配される（Ｙ生産＝Ｙ所得）。
＊生産されたもののうち、投資財需要（一年以上かけて消費するような財）の集計額をＩとする。
それには、家計による住宅や自動車などへの投資（Ｉｈ）、企業による設備投資（Ｉｆ）、政府によるダムや道路などの公共投資（Ｉｇ）が含まれる。政府が行うサービスは市場価格で表示されないので、それは政府自身が需要するものとみなしてコストの集計額をＧとする。
＊家計は所得のうちの一部を貯蓄（Ｓｈ）して、残りを需要（消費Ｃ）に回す。投資Ｉｈは、今期の所得だけにもとづいては行われない。企業も同じく、一部を貯蓄（Ｓｆ）する。政府は税による所得のうちの一部を貯蓄（Ｓｇ）し、残りを需要（Ｇ）に回す。
そこでＹ所得＝Ｓ（Ｓｈ＋Ｓｆ＋Ｓｇ）＋Ｃ＋Ｇとなる。
＊投資は貯蓄を通じて行われ

＊生産物に対する総需要は、商品の種類によって、消費財（Ｃ）、投資財（Ｉ）、政府サービス（Ｇ）となる。総需要＝Ｃ＋Ｉ＋Ｇ

この循環図には
①Ｙ所得＝Ｓ（Ｓｈ＋Ｓｆ＋Ｓｇ）＋Ｃ＋Ｇは、総需要になるのか？
②総需要は総供給（Ｙ生産）と一致するように調整されるのか？
という2つの問題がある。
このうち②については、「有効需要の原理」では、総需要＜総生産であるときに在庫が発生するが、表面上は「意図せざる在庫」として需要に上乗せすることで総需要＝総生産とみなす。しかし次期には売れ残り状況から生産量を減らすから、いつか総需要は総生産の水準まで下がって均衡することになる。
■新古典派とケインズの主張の何が違うのか

●新古典派

新古典派では、①につき、当初はＳが資金供給として資金市場で利子率の正の関数であり、投資Ｉが同じく資金需要として利子率の負の関数だとみなした。ここで資金市場において利子率が資金の貸し借りを調整するならば、Ｓ（ｉ）＝Ｉ（ｉ）となる。これを「貸し付け資金説」と呼ぶ。
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Ｓ（ｉ）は、家計の貯蓄関数としてすでに説明したものである。Ｉ（ｉ）は、企業の資金需要である。
また、ここではどんなＹ生産であっても、Ｓと同じ額のＩが現れることになり、すべてが需要されることになる。つまり、どれだけの額であっても作ったものはすべて需要されていく。
●ケインズ

利子率iは資金市場では決まらないと考えた。
では利子率ｉはどう決まるかというと、すでに債券や株式が十分に蓄積されている英米を始めとする先進国では、金利はストックされた資産の全体に影響を及ぼすことから、資産ストックの需給において決まるものとみなされた。それはつまり、今期だけで発生する資金フローの需給のみで利子率が決まるのではない、ということである。
たとえば株式市場には、「発行市場」と「流通市場」がある。会社がたとえば自社工場を建設しようと計画し、資金が必要になったとする。その調達の方法として新しい株を発行（「増資」）すると、証券会社を通じて投資家に売りに出される。こうした場が発行市場である。それに対してすでに過去に発行された株を投資家同士が証券会社を介して売買するとき、その場を流通市場という。
新古典派の「貸付資金説」は、株式や債券にかんする発行市場だけに注目するもの。
資産市場というとき、資産のストックとして株式・債券・貨幣が交換される流通市場を示すものとする。資産市場では、債券（株式も含める）＋貨幣で資産の総額となる。人々はその資産のうち、一部を債券に、残りを貨幣にして保有しようとしている。資産全体の需要と供給は、恒等的に一致する。
債券需要（利子率の関数）＝債券供給（同じ）これは生産などの時間を要するものではないから、瞬時に実現するものとみなせる。このとき、同時に貨幣ストックへの需要と供給が利子率の調整により一致している。これは
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と記せる。Ｌ（ｉ）は実質貨幣ストックへの需要で、「流動性選好」と呼ばれる。（Ｍは貨幣のストック、Ｐは財市場における一般物価水準。）
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は右下がりである。高いiのときには債権を持てば有利なのにそれを手放すのに見合う貨幣需要は少ないだろうからだ。
●ケインズの12章問題

資料『一般理論』１２章。投資の玄人と素人、「事業」と「投機」、「群衆心理」の根拠なき「楽観」と「悲観」について述べてあるが、それまでのケインズの主張とは矛盾するように思われる内容が書かれているため諸説ある。ここからは、我らが経済Ⅰの教官松原氏の見解である。

ケインズは投資を行う人間には玄人（ブローカー）と素人が居ると考えた。

株価とは、本来将来にわたってその企業がどれくらい儲けそうかということを予想し、その収入を現在価値化したものである。しかし素人はそのようなことを考えず群集心理が働いていると述べた。この群集心理とは美人投票のようなものである。現実には株価は他人が上がると考え、需要を増やすと上昇する。ではなぜ他人が上がると考えるかというと、玄人から見れば他人の多くは素人だから、社会心理・群衆心理で動いているにすぎない。こうして玄人は、群衆心理の行方を読むことによってキャピタル・ゲインを得ようとする。
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